
様式第 91号

１ ｢価格」欄には、市町村長又は総合県税事務所長が決定した価格を記入してください。

２ 次のとおり還付を受けることができることを証明する書類を提出してください。

秋田県県税条例第 76条第２項の規定による還付の申請の場合は、次に掲げる書類。なお、同条例第 70条第 1項の
申告書を提出する際に既に提出している場合は、改めて提出する必要はありません。

① 住宅の登記事項証明書（全部事項証明書）の原本又は原本と共に持参した写し

② 住宅を取得した日以降に交付された、土地の登記事項証明書（全部事項証明書）の原本又は原

本と共に持参した写し

以外の還付の申請の場合は、総合県税事務所長が定める書類

受付印

処
理
事
項

通信日付印 確 認 精 査

不 動 産 取 得 税 還 付 申 請 書

年 月 日

（あて先）秋田県総合県税事務所長
住所 (所在地)
氏名 (名 称)

電 話 （ ）

秋田県県税条例第 条第 項の規定により、先に納付した不動産取得税の還付を

申請します。

還 付
申 請 額

円 課 税
年 度

年度 納期限 年 月 日

納税通知
書の番号

号 納付済の
税 額

円 納 付 年 月 日

課税され

た不動産

の概要

所在地

地番又は
家屋番号

地 目 又 は
家 屋 の 種 類

家 屋 の 構 造
地 積 又 は
床 面 積

価 格

(登記) (現況) 円

附帯設備に属す

る部分の場合

附帯設備
の 価 格

円 主体構造

部の価格
円

附帯設備

の取得者

住所(所在地) 氏名(名称)

住宅の用
に供した

土地の取
得の場合

土

地

取 得 年 月 日
住

宅

取 得 年 月 日
取得した住宅が新

築後未使用の場合
の新築年月日

用 途

年 月 日 年 月 日 年 月 日
□自己居住用

□自己居住用以外

耐震基準不適合既存
住宅又はその敷地の
取得の場合

耐震改修を

実施した日
年 月 日

居住の用に

供した日
年 月 日

住宅性能向上改修住
宅又はその敷地の取
得の場合

改修を実施

した日
年 月 日

居住の用に

供した日
年 月 日

被収用不

動産等の

代替不動

産の場合

収用、譲渡
又 は 移 転

年 月 日
課税された不
動産の取得

年 月 日

被収
用不
動産

等

所 在 地
地番又は

家屋番号

地 目 又 は

家屋の種類
家屋の構造

地積又は

床 面 積
価 格

円

譲渡担保
財産の場

合

譲 渡 担 保

財産の設定
年 月 日

債権の

消 滅
年 月 日

譲渡担
保財産
の移転

年 月 日

譲 渡 担 保
財産設定者

住所(所在地) 氏名(名称)

農地利用集積円
滑化団体等の農

地売買事業に係
る農地等の場合

取 得 年 月 日 売渡し、交換、現物出資 年 月 日

売渡し、
交換、現
物出資先

住所(所在地) 氏名(名称)

還付を受けようとする

金融機関及び支払方法

銀行 支店

口座番号 ( 普通・当座 )


